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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第86期

第３四半期連結
累計期間

第87期
第３四半期連結
累計期間

第86期
第３四半期連結
会計期間

第87期
第３四半期連結
会計期間

第86期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 29,973 21,795 8,883 7,683 　43,868 

経常利益（百万円） 1,392 226 377 158 1,956 

四半期（当期）純利益（百万円） 892 77 219 166 931 

純資産額（百万円） - - 20,837 20,285 21,053 

総資産額（百万円） - - 46,486 41,563 47,400 

１株当たり純資産額（円） - - 263.50 256.54 266.24 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
11.29 0.98 2.77 2.11 11.78 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
- - - - -

自己資本比率（％） - - 44.8 48.8  44.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,001 △1,024 - - 3,082

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△579 3 - - △741

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△563 △408 - - △1,567

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
- - 8,012 7,501 8,939

従業員数（人） - - 955 947 947

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高は、消費税等を含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 947     

 

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 636     

　（注）　本人員表には出向、休職26人を含めておりません。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

エンジニアリング事業（百万円） 4,458 －

単体機械事業（百万円） 3,225 －

合計（百万円） 7,683 －

　（注）１．金額は販売価額によっております。なお、セグメント間の内部売上高又は振替高はありません。

２．当社グループでは、売上高が上半期に比べ下半期に、また、第２四半期連結会計期間末及び連結会計年度末に

偏る傾向があります。

３．上記の金額は、消費税等を含んでおりません。

 

(2）受注状況

　当第３四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高
（百万円）

前年同四半期比
（％）　

受注残高
（百万円）

前年同四半期比
（％）　　

エンジニアリング事業 12,116 － 27,603 －

単体機械事業 2,994 － 6,658 －

合計 15,111 － 34,262 －

　（注）　上記の金額は、消費税等を含んでおりません。

 

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

エンジニアリング事業（百万円） 4,458 －

単体機械事業（百万円） 3,225 －

合計（百万円） 7,683 －

　（注）１．セグメント間の内部売上高又は振替高はありません。

２．当社グループでは、売上高が上半期に比べ下半期に、また、第２四半期連結会計期間末及び連結会計年度末に

偏る傾向があります。

３．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該

販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

三菱商事㈱ － － 908 11.8

第一実業㈱ 1,224 13.8 － －

なお、前第３四半期連結会計期間における三菱商事㈱の販売実績は320百万円、総販売実績に対する割合は

4.2％であります。また、当第３四半期連結会計期間における第一実業㈱の販売実績は193百万円、総販売実績

に対する割合は2.5％であります。

４．上記の金額は、消費税等を含んでおりません。
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２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、欧米を中心とする海外経済の減速懸念及び急激な円高等を

背景に、民間設備投資は慎重姿勢が広がりました。また、厳しい雇用情勢に加え、エコカー補助金やエコポイント

等の景気刺激策による成長押し上げ効果の一巡に伴い、個人消費も冷え込み、景気は先行きの不確実性が一層高

まる状況で推移いたしました。

　このような事業環境の下、当社グループの当第３四半期連結会計期間における売上高は、前連結会計年度の受

注高減少を反映し、7,683百万円と前年同四半期に比べ13.5％の減少となりました。損益面におきましては、売上

高の減少に加え、見積設計費等をはじめとする販売費の増加もあり、営業利益146百万円（前年同四半期比71.4

％減少）、経常利益158百万円（前年同四半期比57.9％減少）となり、特別利益として投資有価証券売却益126百

万円を計上した結果、四半期純利益は166百万円（前年同四半期比24.1％減少）となりました。

　なお、当社グループでは、売上高が上半期に比べ下半期に、また、第２四半期連結会計期間末及び連結会計年度

末に偏る傾向があります。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

　エンジニアリング事業については、売上高は4,458百万円、経常損失は65百万円となりました。

　単体機械事業については、売上高は3,225百万円、経常利益は224百万円となりました。

 

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、投資有価証券

の売却による資金の増加がありましたが、営業活動及び固定資産の取得等に資金を使用した結果、前第３四半期

連結会計期間末に比べ510百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末は7,501百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動に使用した資金は、1,322百万円（前年同期は1,596百万円の獲得）となりました。これは、税金等調

整前四半期純利益の計上（285百万円）、減価償却費の計上（239百万円）等により資金が増加いたしました

が、売上債権の増加（615百万円）、棚卸資産の増加（580百万円）、賞与引当金の減少（409百万円）、前渡金

の増加（229百万円）等に資金を使用したことによるものであります。 

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により獲得した資金は、152百万円（前年同期は133百万円の使用）となりました。これは、固定資産

の取得（143百万円）等に資金を使用いたしましたが、投資有価証券の売却による収入（295百万円）等によ

り資金が増加したことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動に使用した資金は、前連結会計期間に比べ1百万円増加し、4百万円となりました。これは、主にリー

ス債務の返済による支出（4百万円）よるものであります。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、35百万円であります。

　なお、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、当社は、前連結会計年度末に計画しておりました川崎製作所製缶工場の除却

を、平成22年12月に完了いたしました。

　なお、新たに確定した重要な設備の新設、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 79,139,500 79,139,500

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株 

計 79,139,500 79,139,500 －  －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 79,139,500 － 3,956 － 4,202

 

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年9月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成22年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　64,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 78,869,000 78,869 －

単元未満株式 普通株式    206,500 － －

発行済株式総数 79,139,500 － －

総株主の議決権 － 78,869 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,000株（議決権の数1個）含まれてお

ります。

 

②【自己株式等】

 平成22年9月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

三菱化工機株式会社
川崎市川崎区大川町２番

１号　
64,000 － 64,000 0.08

計 － 64,000 － 64,000 0.08

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 267 250 205 207 193 176 169 177 189

最低（円） 242 193 182 182 172 166 154 148 165

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,502 8,940

受取手形及び売掛金 ※2
 14,285 18,307

製品 809 760

仕掛品 2,457 1,834

材料貯蔵品 1,065 1,073

その他 1,218 965

貸倒引当金 △21 △29

流動資産合計 27,317 31,852

固定資産

有形固定資産 ※1
 4,662

※1
 5,024

無形固定資産 605 668

投資その他の資産

投資有価証券 7,531 8,641

その他 1,537 1,267

貸倒引当金 △90 △54

投資その他の資産合計 8,977 9,854

固定資産合計 14,246 15,547

資産合計 41,563 47,400

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,639 10,069

短期借入金 3,000 3,000

1年内返済予定の長期借入金 747 747

未払法人税等 1 554

前受金 1,026 759

賞与引当金 282 701

完成工事補償引当金 71 65

受注工事損失引当金 12 －

工場建替費用引当金 224 467

その他 995 1,529

流動負債合計 13,001 17,893

固定負債

長期借入金 2,200 2,200

退職給付引当金 5,602 5,838

役員退職慰労引当金 294 341

ＰＣＢ処理引当金 30 30

その他 149 42

固定負債合計 8,277 8,452

負債合計 21,278 26,346
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,956 3,956

資本剰余金 4,202 4,202

利益剰余金 10,382 10,700

自己株式 △16 △14

株主資本合計 18,526 18,846

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,759 2,207

評価・換算差額等合計 1,759 2,207

純資産合計 20,285 21,053

負債純資産合計 41,563 47,400
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 ※1
 29,973

※1
 21,795

売上原価 23,827 16,987

売上総利益 6,145 4,807

販売費及び一般管理費 ※2
 4,392

※2
 4,591

営業利益 1,753 216

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 149 163

貸倒引当金戻入額 46 －

その他 7 15

営業外収益合計 204 180

営業外費用

支払利息 81 60

退職給付会計基準変更時差異の処理額 377 －

支払手数料 － ※3
 36

その他 105 72

営業外費用合計 564 169

経常利益 1,392 226

特別利益

投資有価証券売却益 51 222

特別利益合計 51 222

特別損失

投資有価証券評価損 － 102

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 92

特別損失合計 － 195

税金等調整前四半期純利益 1,443 253

法人税、住民税及び事業税 387 29

法人税等調整額 164 147

法人税等合計 551 176

少数株主損益調整前四半期純利益 － 77

少数株主利益 － －

四半期純利益 892 77
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 ※1
 8,883

※1
 7,683

売上原価 6,902 5,958

売上総利益 1,980 1,724

販売費及び一般管理費 ※2
 1,470

※2
 1,578

営業利益 510 146

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 52 60

その他 6 0

営業外収益合計 59 61

営業外費用

支払利息 29 21

退職給付会計基準変更時差異の処理額 125 －

固定資産処分損 － 13

その他 37 13

営業外費用合計 192 48

経常利益 377 158

特別利益

投資有価証券売却益 － 126

特別利益合計 － 126

税金等調整前四半期純利益 377 285

法人税、住民税及び事業税 7 3

法人税等調整額 149 115

法人税等合計 157 118

少数株主損益調整前四半期純利益 － 166

少数株主利益 － －

四半期純利益 219 166
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,443 253

減価償却費 699 713

貸倒引当金の増減額（△は減少） △46 28

賞与引当金の増減額（△は減少） △456 △418

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △75 △57

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 1 6

受注工事損失引当金の増減額（△は減少） △44 12

工場建替費用引当金の増減額（△は減少） － △115

退職給付引当金の増減額（△は減少） 286 △235

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 53 △47

受取利息及び受取配当金 △149 △164

支払利息 81 60

投資有価証券売却損益（△は益） △51 △222

投資有価証券評価損益（△は益） － 102

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 92

売上債権の増減額（△は増加） 9,439 4,022

たな卸資産の増減額（△は増加） 227 △663

前渡金の増減額（△は増加） △250 △294

仕入債務の増減額（△は減少） △8,281 △3,430

前受金の増減額（△は減少） △626 266

その他 142 △465

小計 2,393 △554

利息及び配当金の受取額 149 164

利息の支払額 △80 △51

法人税等の支払額 △1,461 △582

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,001 △1,024

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △723 △491

固定資産の売却による収入 0 1

投資有価証券の取得による支出 △4 △24

投資有価証券の売却による収入 66 498

投資有価証券の償還による収入 80 －

長期貸付けによる支出 △1 △31

長期貸付金の回収による収入 4 3

その他 △1 48

投資活動によるキャッシュ・フロー △579 3

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △9 △11

配当金の支払額 △553 △395

自己株式の取得による支出 △0 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △563 △408

現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 △8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △145 △1,438

現金及び現金同等物の期首残高 8,157 8,939

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 8,012

※
 7,501

EDINET提出書類

三菱化工機株式会社(E01536)

四半期報告書

14/24



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。 

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益がそれぞれ7

百万円、税金等調整前四半期純利益が99百万円減少しております。また、当会

計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は115百万円であります。

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

　前第３四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めておりました「支払手数料」は、営業外費用の総

額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記しております。なお、前第３四半期連結累計期間の

営業外費用の「その他」に含まれている「支払手数料」の金額は34百万円であります。

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四

半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

　前第３四半期連結会計期間において、営業外費用の「その他」に含めておりました「固定資産処分損」は、営業外費用

の総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記しております。なお、前第３四半期連結会計期

間の営業外費用の「その他」に含まれている「固定資産処分損」の金額は6百万円であります。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 8,936百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 9,330百万円

※２　期末日満期手形

期末日手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。なお、当第３四半期連結

会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四

半期連結会計期間末日満期手形が第３四半期連結会計

期間末日残高に含まれております。

　　　　　　　　―――――――――

　　　受取手形 171百万円 　　　  
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．当社グループでは、売上高が上半期に比べ下半期に、

また、第２四半期連結会計期間末及び連結会計年度末

に偏る傾向があります。

※１．　　　　　　　　同　　左

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

販売手数料 231百万円

見積設計費 849

役員報酬 208

従業員給料手当 1,285

賞与引当金繰入額 84

退職給付引当金繰入額 161

役員退職慰労引当金繰入額 64

旅費交通費 172

減価償却費 209

研究開発費 147

販売手数料 212百万円

見積設計費 985

貸倒引当金繰入額 29

役員報酬 200

従業員給料手当 1,330

賞与引当金繰入額 83

退職給付引当金繰入額 161

役員退職慰労引当金繰入額 55

旅費交通費 193

減価償却費 221

研究開発費 102

　

　 ※３．営業外費用に計上されている「支払手数料」は、取

引銀行との間に設定されたコミットメントラインに係

るアレンジメントフィー、エージェントフィー並びに

コミットメントフィー等の手数料であります。

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１．当社グループでは、売上高が上半期に比べ下半期に、

また、第２四半期連結会計期間末及び連結会計年度末

に偏る傾向があります。

※１．　　　　　　　　同　　左

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

販売手数料 61百万円

見積設計費 303

役員報酬 69

従業員給料手当 386

賞与引当金繰入額 84

退職給付引当金繰入額 52

役員退職慰労引当金繰入額 19

旅費交通費 61

減価償却費 66

研究開発費 52

販売手数料 64百万円

見積設計費 348

貸倒引当金繰入額 0

役員報酬 65

従業員給料手当 397

賞与引当金繰入額 83

退職給付引当金繰入額 53

役員退職慰労引当金繰入額 17

旅費交通費 67

減価償却費 76

研究開発費 35

EDINET提出書類

三菱化工機株式会社(E01536)

四半期報告書

16/24



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 8,013

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金
△1

現金及び現金同等物 8,012

 

 （百万円）

現金及び預金勘定 7,502

預入期間が３ヶ月を超える定期預

金
△1

現金及び現金同等物 7,501

 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平

成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　79,139千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　69千株

３．配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 395 5.0平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金　
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

 
エンジニアリ
ング事業
（百万円）

単体機械事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 6,362 2,521 8,883 －　 8,883

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － （－） －

計 6,362 2,521 8,883 （－） 8,883

営業利益 214 296 510 （－） 510

 

前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

 
エンジニアリ
ング事業
（百万円）

単体機械事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1)外部顧客に対する売上高 20,359 9,613 29,973 －　 29,973

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － （－） －

計 20,359 9,613 29,973 （－） 29,973

営業利益 405 1,348 1,753 （－） 1,753

　（注）１．事業区分の方法

事業区分は、内部管理上採用しているエンジニアリング事業、単体機械事業に区分しております。

２．各事業区分の主要製品

事業区分 主要製品

エンジニアリング事業

都市ガス・石油関連プラント、各種化学工業用プラント、水素製造装置、下

水処理装置、産業排水処理装置、各種水処理装置、バイオマス燃料製造装置

等

単体機械事業
油清浄機、各種分離機・ろ過機、海水取水用除塵設備、半導体排ガス除害装

置、攪拌機等

３．会計処理の方法の変更

（前第３四半期連結累計期間）

工事契約に関する会計基準

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会

計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。この

変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の売上高は、エンジニアリング事

業で790百万円、単体機械事業で83百万円、営業利益はエンジニアリング事業で117百万円、単体機械事業で22

百万円それぞれ増加しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　海外売上高の合計が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている「エン

ジニアリング事業」と「単体機械事業」を報告セグメントとしております。

　報告セグメントは、製品別の事業セグメントからなり、同種の製品を扱う事業セグメントを集約しておりま

す。　

　「エンジニアリング事業」は、都市ガス・石油関連プラント、各種化学工業用プラント、水素製造装置、下水

処理装置、産業排水処理装置、各種水処理装置等の製品を取扱っております。

　「単体機械事業」は、油清浄機、各種分離機・ろ過機、海水取水用除塵設備、半導体排ガス除害装置、攪拌機

等の製品を取扱っております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）

　 　 　 （単位：百万円）

　
報告セグメント

合計
エンジニアリング事業 単体機械事業

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 11,716 10,078 21,795

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － －

計 11,716 10,078 21,795

セグメント利益（△は損失）

（経常利益（△は損失））　
△640 866 226

　

　当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

　 　 　 （単位：百万円）

　
報告セグメント

合計
エンジニアリング事業 単体機械事業

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 4,458 3,225 7,683

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － －

計 4,458 3,225 7,683

セグメント利益（△は損失）

（経常利益（△は損失））　
△65 224 158

（追加情報）　

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日）を適用しております。

EDINET提出書類

三菱化工機株式会社(E01536)

四半期報告書

19/24



（金融商品関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　支払手形及び買掛金は、企業集団の事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べ

て著しい変動が認められます。

科目
四半期連結貸借対照
表計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

支払手形及び買掛金 6,639 6,639 －

　
（注） 金融商品の時価の算定方法

支払手形及び買掛金

　通常1年以内の短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　その他有価証券で時価のあるものは、事業の運営において重要なものでありますが、前連結会計年度の末日に比

べて著しい変動が認められるものはありません。

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　該当事項はありません。なお、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用して

いるため、注記の対象から除いております。

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　資産除去債務は、事業の運営において重要なものでありますが、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認

められるものはありません。

　なお、第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）

を適用しているため、第１四半期連結会計期間の期首における残高を前連結会計年度の末日における残高として

おります。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 256.54円 １株当たり純資産額 266.24円

 

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 11.29円 １株当たり四半期純利益金額 0.98円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため、記載しておりませ

ん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため、記載しておりませ

ん。

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（百万円） 892 77

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 892 77

期中平均株式数（千株） 79,083 79,075

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 2.77円 １株当たり四半期純利益金額 2.11円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため、記載しておりませ

ん。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在していないため、記載しておりませ

ん。

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（百万円） 219 166

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 219 166

期中平均株式数（千株） 79,083 79,072

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、リース取引残高が前連結会計年度末に比べて著しい変

動が認められないため、注記を省略しております。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年２月９日

三菱化工機株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 舩山　卓三　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 矢田堀　浩明　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山川　幸康　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三菱化工機株式会社

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三菱化工機株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成22年１月29日開催の取締役会において、油清浄機生産工場を新設

することを決議した。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成23年２月９日

三菱化工機株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田村　保広　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 矢田堀　浩明　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山川　幸康　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三菱化工機株式会社

の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三菱化工機株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会

計期間より資産除去債務に関する会計基準を適用して四半期連結財務諸表を作成している。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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